
○　主文
一　原判決を取り消す。
二　浜松税務署長が控訴人に対し、昭和五八年一〇月二六日付けでした昭和五八年
一月八日相続開始に係る相続税更正処分のうち、納付税額一億〇三六五万三三〇〇
円を超える部分及び過小申告加算税賦課決定処分はこれを取り消す。
三　訴訟費用は、第一、二審とも、被控訴人の負担とする。
○　事実
一　控訴人は、主文同旨の判決を求め（控訴人は、当審において、主文第二項記載
のとおり請求を拡張した。）、被控訴人は、控訴棄却の判決及び当審で拡張した請
求の棄却を求めた。
二　当事者双方の主張は、原審における主張を敷行し、以下のとおり付加するほか
は、原判決事実摘示のとおりであるから、これを引用する（ただし、原判決一五枚
目裏三行目の「七八四万七〇〇〇円」とあるのを「七八二万七〇〇〇円と、同二〇
枚目裏九行目から一〇行目の「静岡県浜名郡＜地名略＞」を「静岡県浜名郡＜地名
略＞」と、同一〇行目から一一行目の「舞坂町の土地」を「舞阪町の土地」と、同
二五枚目表三行目の「Ａは、」とあるのを「Ｂは、控訴人及びＡに対しては強い不
信感を抱いていたので、訴外会社の経営のみならず、控訴人及びＡの資産の管理も
Ｂが行い、その役員報酬、賞与、配当金等もいったんＢが預かり、必要な都度必要
な額を各人に交付し、あるいは各人に代わってその資産の運用を行うのが常であっ
た。本件の日本医薬品工業の株式購入もこのような資産運用の一環として行われ
た。すなわち、Ｂは、」とそれぞれ改める。）。
（控訴人）
一　債務控除について
１　贈与者の連帯納付義務の履行と求償権の発生の有無
（一）　贈与者の連帯納付責任は、徴税の確保を目的としていることは確かである
が、単に徴税の確保を目的とするだけで、受贈者の納税義務との関係で主従の関係
にあるとか、補完税であると認定することはできない。同じく、徴税の確保を目的
とする制度に第二次納税義務があるが、第二次納税義務の場合には、本来の納税義
務者に対して滞納処分をしてもなお徴収すべき額に不足すると認められる場合に初
めて納税義務が発生するものである（国税徴収法三三条以下参照）。したがって、
この場合には本来の納税義務と第二次納税義務との間には明らかに主従の関係が認
められる。
これに対し、相続税法（以下「法」という。）三四条四項の場合には、受贈者に対
する納税義務の発生・確定と同時に法律上当然に贈与者に対する納税義務が発生す
るものであって（最高三小昭五五・七・一判、民集三四巻四号五三五頁）、第二次
納税義務の場合のような制限的な要件はなく、規定の体裁も全く異なるから、贈与
者と受贈者の各納税義務は、いわば併存的な関係にあるというべきである。
（二）　以上のような両者の関係からすると、一方が納税義務を履行したとしても
相互には求償権は発生しないと解するのが相当である。このことは、第二次納税義
務の場合には求償権に関する規定がある（国税徴収法三二条五項）のに対し、法三
四条四項の場合にはそのような規定がないという文理上の差異に照らしても解釈で
きる。
（三）　なお、平成元年四月一〇日、相続税法の基本通達の改正が行われたが、こ
の改正によると、従前の取扱としては、法三四条四項により贈与者が贈与税を納付
した場合には常に贈与があったものと見做されて課税する傾向にあったものを、資
力喪失という理由による場合には贈与と見做さないものとして、課税される場合を
従前より制限するかのごとき印象を与える。しかし、右改正以前において、贈与者
が贈与税を納付した場合に更に贈与税が課税された事例はないし、贈与者が贈与税
相当額の求償権を放棄したとみられるような事情がある場合でも、贈与税が課税さ
れた事例はない。この通達改正の意図は、今後求償権を放棄した場合には更に贈与
税の課税を行うとの意向を表明したものと思われるが、求償権の存在自体について
争いがあり、本来法律によって規定されなければならない事項について、通達によ
り課税を行おうとするのは誤りである。右通達は、これまでの実務の取扱とは全く
異なる前提を作出し、本来意図するところを巧妙に隠しながら、課税の範囲を拡大
しようとの趣旨によるものであって不当である。
２　贈与税負担の合意の有無
（一）　Ｂが出資持分をＣらに贈与しようとしたのは、訴外会社の経営の安定を慮
ってのことであるから、その贈与口数は相当のものが予定されていたし、また、こ



のような趣旨による贈与であるから、Ｂには受贈者に税金面で負担を掛けてはいけ
ないとの考慮が働くのは当然であって、弁天島での話合いの際に税額の具体的な計
算が行われていなかったとしても、贈与税の負担についての合意がされていなかっ
たことにはならない。
なお、贈与証書は、単なる従業員にすぎないＣらが出資持分を譲り受けることに控
訴人やＡが反対するおそれがあったため、Ｂの贈与意思並びに口数を明確にする目
的で作成されたものである。しかし、贈与税をＢが負担するということは、同じく
贈与を受けている控訴人やＡの利益にもなることであって、Ｃらとの間で利害が対
立し、紛争が発生するおそれもなかったから、改めて書面にまで記載しなかった。
なおまた、一般に贈与証書を作成する際に贈与税に関する事項も併せて記載すると
いう慣行もない。したがって、贈与証書に贈与税の負担について記載がないとして
も、この点の合意がなかったことにはならない。
なお、被控訴人は、昭和五七年一月五日の出資持分の贈与に係る贈与税について
は、Ｃらが負担して納付していることから、贈与税負担の合意の存在には疑問があ
ると主張するが、この贈与税の納付については、以下のような事情があり、贈与税
負担の合意の存在とは矛盾しない。すなわち、当初、右贈与については贈与税は課
税されないものと考えて、Ｂの遺産から控除すべき債務として計上しなかったばか
りか、受贈者であるＣらも贈与税の申告をしなかったところ、浜松税務署長は、右
贈与に係る出資の評価の方法には誤りがあるとして、贈与税の課税処分をした。そ
こで、Ｃらはやもなく、異議申立て、審査請求の手続をとるとともに、延滞税及び
滞納処分を免れるため、課税額を自己の負担で仮に納付したが、その後、後記のよ
うに、課税処分の取消訴訟は原告側敗訴に確定したので、当初の贈与税負担の合意
に従い、控訴人は、Ｃらに対し、その納付額相当額の金員を支払ったものである。
（二）　控訴人・Ａ・Ｄ・Ｅに対する土地の贈与については、当初、Ｂは、Ｆとの
間で話を進め、贈与税負担の合意についても同女との間で成立したものである。
Ｆは、控訴人及びＡが金銭的にルーズであり、浪費癖もあったところから、従前か
ら夫であるＡはもちろん、義兄である控訴人（当時配偶者はいなかった。）のため
にも、財産管理を担当していた。その一環として、控訴人の子であるＤの面倒を
み、経済面での処理も行っていたし、自身の子であるＥの問題も一人で処理してい
たのであって、Ｆは、控訴人・Ａ・Ｄ・Ｅの財産管理について包括的な代理権を有
していたものである。
また、昭和五八年一二月ころ、弁天島の寮で行われた話合の席においても、Ｂから
出席した控訴人・Ａに対して贈与税はＢが負担するという話がされ、これを右両名
は了承した。この時点において、控訴人・Ａは、前記合意を自身についてはもとよ
り、Ｄ・Ｅの親権者としても追認したということができる。
さらには、その後、昭和五七年三月一五日にＦが本件贈与税相当額をＢ名義の預金
から引き下ろして納付の手続をした際にも、控訴人・Ａは特に右処理に異議を述べ
なかった。したがって、この時点で、右両名は前記合意を追認したということもで
きる。
いずれにせよ、本件贈与税をＢが負担する旨の合意が有効に成立していたことは明
らかである。
３　贈与税負担の合意の法的意味
Ｂのした贈与税負担の合意は、（一）贈与者であるＢが相続税法上の連帯納付義務
者として贈与税を納付し、かつ、その場合、仮に贈与者に受贈者に対する求償権が
発生するとすれば、これを放棄するという意思表示であるか、又は（二）贈与税は
受贈者が直接納付するが、この納付に必要な贈与税相当額の金員をＢが受贈者に贈
与するという合意のいずれかの法的意味を有すると考えられる。そして、（一）と
解するときは、贈与税負担の合意は将来発生する求償権の事前の放棄の意味を有す
ることになるが、その意味における合意の効果は右合意成立時から発生しているの
であり、その効果により、相続時点において、将来右合意に基づいて贈与税の納付
がされても求償権は発生しないことに決まっているのである。
この点は、昭和五七年三月一五日にされたＢ名義の預金からの贈与税の納付につ
き、これをＢの相続人が連帯納付義務者として納付したと解するか、それとも受贈
者らが本来の納税義務者として納付したと解するかに係わってくる、、右納付は、
納付書の記載によると、受贈者らが納付したもののようでもあるが、実態からする
と、Ｆが手足となって、Ｂの相続人らが連帯納付義務者として納付したと解する余
地も充分あるものである。
４　書面によらない贈与と「履行の確実な債務」



被控訴人は、贈与税負担の合意は書面によらない贈与であり、履行が終わらないう
ちは贈与者がいつでも取り消すことができるから、相続開始時点において「履行の
確実な債務」に該当しないと主張する。
しかしながら、制限的納税義務者について規定する法一三条二項四号は、控除でき
る債務として、「その財産に関する贈与の義務」を明示している。仮に書面によら
ない贈与は、取消しの可能性があるが故に定型的に不確実な債務に該当し、債務控
除の対象とならないというのであれば、右条項に初めからその点の制限が明示され
てしかるべきであるところ、そのような制約は明示されていないのであるから、右
の場合の贈与の義務は書面によると否とを問わない趣旨と解される。このような条
文の規定の仕方からみても、書面によらない贈与であるとの一事をもって法一四条
所定の「不確実な債務」に当たると解すべきではない。
５　債務控除の額について
（一）　控訴人が本件相続税の申告において計上したＢの債務のうち、被控訴人が
本件更正処分において債務控除を否認したのは、昭和五六年分の贈与税の合計額一
四二〇万九一〇〇円である。
（二）　そのほか、Ｃ・Ｇは、昭和五七年一月五日にも訴外会社の出資持分の贈与
を受けているが、これについては、当初、出資の評価額が控除額以下であるとし
て、贈与税の申告をしなかった。ところが、浜松税務署長は、昭和五八年一〇月二
六日付けで、右評価方法は誤りであるとして、Ｃに対し本税五六万円、無申告加算
税五万六〇〇〇円の、また、Ｇに対して本税四万円、無申告加算税四〇〇〇円の各
贈与税賦課処分を行った。同人らは、これに対し、異議申立て、審査請求、取消訴
訟の各手続をとったが、その間の延滞税の発生や滞納処分を免れるため、昭和五八
年一〇月三〇日、右課税額を仮に納付した。しかし、平成三年三月一九日、Ｃらの
上告が棄却されて贈与税の課税が確定したことから、控訴人は、平成三年三月二五
日、贈与税負担の合意に従い、Ｃらに対し、前記金額を支払った。
したがって、右金額も本来債務として控除すべきものである。その総額は六六万円
であるが、右は分割の協議がされていないから、控訴人についてはその二分の一に
相当する三三万円が債務控除の対象となる。
なお、被控訴人は、この租税債務については、歴年終了時である昭和五七年一二月
末日でなければ、基となる租税債務の額が具体的に確定しないから、本件の相続開
始時点においては、「確実な債務」とはいえないと主張するが、国税通則法一五条
二項五号によれば、贈与税を納付する義務は贈与による財産の取得の時に成立する
とされているから、右主張は理由がない。
（三）　もっとも、昭和五五年中の控訴人からＢに対する有価証券の贈与に関し
て、贈与税額二九万五一〇〇円がＢに課税されており、これが更正処分において債
務控除の額の中に含められていたところ、その後、右贈与税の課税処分は取り消さ
れ、昭和五九年一〇月九日付けで、右二九万五一〇〇円は相続人に還付された。し
たがって、右金額の二分の一（一四万七五五〇円）は更正処分において計上された
債務控除の額から減額すべきことになる。
（四）　よって、控訴人の相続税額を算定するに当たって、控除すべき債務額は、
本件更正処分において被控訴人が認めた一七九九万七四一一円から一四万七五五〇
円を減額した一七八四万九八六一円（債務控除額として当事者間に争いのない額。
原判決添付別表三参照）に一四二〇万九一〇〇円と三三万円を加算した三二三八万
八九六一円となる。
（五）　以上の結果に基づき控訴人の相続税額を計算すると、その総額は一億〇三
六五万三三〇〇円（課税価格二億七六五四万九〇〇〇円）となる。また、過少申告
加算税については、賦課決定の基礎となる税額が七八二万七〇〇〇円であったとこ
ろ、右計算によれば、この基礎となる税額を上回る金額が減額となるため、加算税
は賦課されないことになる。
二　有価証券の贈与加算額について
Ｂは、控訴人及びＡに対して強い不信感を抱いていたので、会社の経営のみなら
ず、控訴人及びＡの資産の管理もＢが行い、その役員報酬、賞与、配当金等もいっ
たんＢが預かり、各人に代わってその資産の運用を行っていた。本件の日本医薬品
工業株式会社の株式の購入もこのような資産運用の一環として行われたものであ
る。
すなわち、Ｂは、証券会社より日本医薬品工業株式会社の株式について近く無償割
当があるとの情報を得たので、Ｂ自身のほか控訴人やＡの利益をも考え、これら三
人の夏期賞与相当額を訴外会社から前借りし、この資金を利用して株式を購入した



ものであり、Ｂの右行為は、控訴人及びＡにその損益及び法的効果を帰属させるべ
く代理行為として行われたものである。そして、Ｂは、財産が混同しないよう、細
心の注意を払い、日本医薬品工業株式会社の株式を購入するに当たって、Ｂ自身の
ものとして取得した一万株は大和証券株式会社の口座を利用し、控訴人名義とすべ
き三〇〇〇株及びＡ名義とすべき二〇〇〇株については日本勧業角丸証券株式会社
の口座を利用して、両者を区別した。したがって、株式の名義変更は贈与と認定さ
れるような行為ではない。
なお、Ａ名義の借入金がＡ名義に変更された株式の購入代金に当てられなかったと
すると、Ｂは借入金相当額をＡから借り入れたことになるが、その後、Ｂはこの借
入金をＡに返済した事実はないし、一方で借入れを行いながら、他方で株式を贈与
するという極めて不自然な状況を認めることになる。
三　宅地の贈与加算額について
本件では、使用貸借による使用権を評価するのではなく、土地（底地）の価額を評
価するものであるところ、堅固な建物所有を目的とする使用貸借による使用権によ
って一〇〇パーセントの利用が制阻されている土地の価額が幾らであるかを評価す
る場合、更地と同様の客観的な交換価値を有するものとみることは困難である。
また、使用貸借による土地使用権を評価するとした場合、借地権のように法律上の
手厚い保護が与えられていないからといって、直ちに客観的な交換価値を零とする
理由はない。借地権と同等とはいかないまでも法律上の保護はあるのであるから、
その価値を零としか評価しないのは誤りである。民法五九七条には使用期間に関す
る規定があって、期間の定めあるいは目的に従って一定期間、借主は物を使用する
権利・利益があるのであって、契約に至る動機が好意・信頼関係に基づくものであ
るということと、一度契約されたことによる権利の内容とを混同してはならない。
なお、相続税財産評価に関する基本通達二六においていわゆる貸家建付け地の評価
方法を規定しているが、この評価方法を用いる場合として文理上規定しているの
は、「貸家の目的に供されている宅地」であって、敷地所有者と建物所有者とが同
一人の場合という限定はない。いわゆる貸家建付け地の評価は、借家人の敷地利用
権を評価してこれを減額しようとの趣旨に基づくものであり、本件のような使用貸
借関係にある場合にもこの評価方法によって評価することは、何ら不合理ではな
い。
また、本件では、Ａが本件土地を贈与によって取得すると同時に、敷地所有者と建
物所有者は同一人になってしまう。その結果、Ａは、借家人に対しては借家法に定
められている制限を受けることになるのであって、そのような制限を受けない完全
な所有権は取得できないのである。贈与に係る財産の評価は、贈与によって取得し
た財産価値を評価すべきであって、受贈者が取得できなかった価値までも評価の対
象とすべきでない。
（被控訴人）
１　連帯納付義務の履行と求償権の放棄
国税庁長官平成元年四月一〇日付直資二－二〇七「相続税法基本通達の一部改正に
ついて」通達により相続税法基本通達（以下「基本通達」という。）三四－三が新
設され、「法三四条・・：四項の規定による連帯納付の責めに基づいて・・・贈与
税の納付があった場合において、その納付が・・・贈与により財産を取得した
者・・・がその取得した財産を費消するなどにより資力を喪失して・・・贈与税を
納付することが困難であることによりなされたときは、基本通達八－三（連帯債務
者及び保証人の求償権の放棄）の取扱いの適用はないこと」を、また、注で
「・・・上記の場合に該当しないときには基本通達八－三の適用がある」ことが明
示された。これにより、（一）受贈者の資力喪失の理由により、その者が納付すべ
き贈与税の納付が困難と認められる場合に、贈与者がこれを納付したときは、当該
贈与税相当額につき、納付した贈与者の求償権の放棄の有無にかかわらず、基本通
達八－三（法八条本文による贈与があったものとみなす）の取扱の適用がないこ
と、注書により、受贈者の資力喪失の状態にない場合には基本通達八－三を適用
し、納付した贈与者が求償権を放棄した場合、当該贈与税相当額につき贈与があっ
たものとして取り扱われることが明らかにされた。
右は、従前の法解釈を変更するものでも、新たな解釈を創設的に示したものでもな
い。
すなわち、受贈者の納税義務は贈与者の義務と同等の義務とはいえず、その関係は
主たる債務と従たる債務の関係にあって、贈与者が受贈者の本来支払うべき贈与税
額を納付した場合には、贈与者から受贈者に対する求償権が発生するのであり、そ



の求償権が放棄されたことにより贈与税の課税要件が充足されれば、贈与税が課税
されるの税法上当然のことである。
ところで、法八条ただし書が、債務者の資力喪失により債務の弁済が困難である場
合には、当該債務の免除があっても贈与とみなされない旨規定しているのは、債務
者が資力を喪失している場合にも贈与税を課するのは、結果において酷にすぎるこ
とからも適当でないとの趣旨に出たものである。
その趣旨は、法三四条四項の規定に基づき贈与者による贈与税の納付がされた場合
の贈与税課税の発生に関する解釈に当たっても尊重されるべきことは当然である。
そうすると、受贈者が資力を喪失して贈与税を納付することが困難であることによ
り贈与者がやむなく贈与税を納付した場合には、前記法八条ただし書の趣旨及び基
本通達八－三に照らし、右ただし書を適用ないし準用して贈与課税をしないものと
解するのが相当であり、課税庁も従前からそのような解釈の下に課税を行ってき
た。ところが、これと異なる見解を述べる向きも一部に出始めたことから、今般、
基本通達三四－三において従前の解釈・取扱を留意的に明確にすることとしたもの
である。
２　贈与税負担の合意の有無について
（一）　控訴人・Ａ・Ｄ・Ｅに対する贈与税負担の合意の有無
本件では、Ｂが贈与税額を負担するという約束をしたことの確かな証拠はない。Ｆ
の証言によるも、Ｂが自分で払うという一方的発言があったことが認められるのみ
で、贈与税負担についての合意が成立したと認めることはできない。昭和五六年一
二月上旬の弁天島での話合の席上、既に六箇月前に贈与をし、その履行も完了して
いた土地贈与に付随する税負担の問題が持ち出され、合意がされたということは不
自然である。昭和五六年一二月上旬の弁天島での話合においては、せいぜいＢが、
土地の贈与によって生ずる税負担の問題が具体化した段階においてこれを負担する
用意がある旨の意向ないし心づもりを一般的かつ一方的に表明したというにすぎ
ず、これに関し、Ｂと控訴人らとの間で、いかなる意味においても明確な形で双方
の意思が合致し、その旨の契約が成立したとは到底認め難いというべきである。
（二）　Ｃら従業員に対する贈与税負担の合意の有無
控訴人・Ａが出資の贈与そのものに対して反対することさえ想定して確定日付付き
の贈与証書まで作成したＢが、贈与税の負担について将来トラブルの発生すること
を懸念しないはずはなく、この点について書面化していないことからみて、贈与税
の負担についての合意があったというのは極めて疑わしい。しかも、弁天島での話
合いの時点では、従業員らに対する出資持分の贈与は決まったものの、その口数な
どは具体的には決まっておらず、それが決まったのは昭和五六年一二月一七日と昭
和五七年一月五日の二度にわたる贈与の履行によってであるから、それまでは、出
資持分の価額が贈与税の控除額の範囲を超えているか否か、超えているとしても贈
与税額が幾らになるかは計算できなかったのである。したがって、Ｂが、弁天島で
の話合で贈与税の具体的な負担をどうするか発言する必要性はなかったというべき
であって、この点からも、贈与税負担の合意の存在を認めることは困難である。さ
らには、昭和五七年一月五日の贈与に係る贈与税は受贈者であるＣらが負担して納
付しているのであって、この点も、贈与税負担の合意がなかったことを裏付けるも
のである。
仮にＢが贈与税の負担について発言したとしても、それは、仮に今後贈与税の負担
が問題化した場合には、その実質的な負担については自らの責任においてなす用意
があるとの意向ないし心づもりを表明したというにすぎず、これをもってＢと各受
贈者との間に贈与税の負担につき明確な合意が成立したということにならないもの
である。
３　贈与税負担の合意と債務控除の可否
（一）　贈与税相当額の金員の贈与と解した場合
（１）　相続税は相続財産に担税力を見い出し、これに対して課税するものである
から、被相続人の債務は本来課税価格に含まれない性質のものであると考えられる
が、被相続人において当該債務を負担することが確実なものまで債務控除を許さな
いとすると、課税の公平を失するおそれがあることから、相続税法は債務が確実な
ものに限り債務控除をなし得ると規定したものであり、その趣旨からして債務控除
をなし得る債務の確実性についてはこれを厳格に解釈しなければならない。
（２）　そして、本件では、仮に贈与税相当額の金員の贈与の約束が成立したとし
ても、この点については書面が作成されないままで推移した。したがって、この贈
与約束は書面によらない贈与として履行が終わらないうちは贈与者（又はその相続



人）はいつでも取り消し得るものである（民法五五〇条）。なお、出資の贈与とそ
の贈与税相当額の金員の贈与との関係を、前者と後者は主従の関係に立ち、契約当
事者が前者につき後者と切り離して別個の法的効力を付与する（書面化）ことを許
さないほど強力なものと解することは相当でない。
そうすると、本件で贈与税負担の約束が履行されたのは、Ｂが死亡した後の昭和五
七年三月一五日であって、Ｂの死亡による相続開始の日である昭和五七年一月八日
の時点では、未だ法一四条に規定する「確実な債務」には該当しないものであった
から、本件の贈与税相当額の金員を贈与するという債務は、相続税法に規定する債
務控除の対象とはならない。
なお、贈与税の徴税の実務においては、贈与による財産取得の時期は、書面による
ものについてはその契約の効力が発生した時により、書面によらないものについて
はその履行の時によるものとして取り扱うこととしている。これは、相続税法一条
の二の規定の趣旨に照らし、基本的には民法の物権変動の時期についての通説・判
例の考え方を前提として、所有権の移転の効力が発生した時をもって贈与による財
産取得の時期として取り扱うことが相当であると考えたからであるが、書面によら
ない贈与は履行が終わるまではいつでも取り消すことができ、履行前の受贈者の地
位は極めて不安定なものであるので、その贈与が確定的になる履行の時によるもの
として取り扱うことにしたものである。
（二）　連帯納付責任の履行により発生する求償権の放棄と解する場合
贈与者が連帯納付責任を果たした場合、受贈者に対して求償権が発生するのは、も
とより右納付責任を履行したときである。したがって、贈与者が、受贈者が納付す
べき贈与税を代わって納付するという約束をし、これが求償債務の免除又は求償権
の放棄の意味を有するとしても、贈与者に右求償権が具体的に発生したというため
には、少なくとも贈与税の確定申告の時期が到来し、贈与者において右贈与税を納
付した以後でなければならない。
ところで、本件では、贈与税の納付がされたのは昭和五七年三月一五日であるか
ら、求償権が具体的に発生したのは右同日であるというべきである。そうすると、
相続開始時点（昭和五七年一月八日）においては求償権放棄の効果は具体的に発生
していないところ、Ｂの相続人らが将来現実に贈与税を納付すべき義務を履行する
ことになるかどうかは不確実なものであったから、本件相続開始時においては、結
局、右贈与税負担の約束に基づく債務なるものは、「確実と認められる債務」には
該当しないというべきである。
（三）　昭和五七年一月五日の出資持分の贈与に係る贈与税について
相続財産の価額から控除し得る債務というためには、最低限の条件として、当該債
務が成立し、その債務に基づいて具体的な給付をすべき原因となる事実が発生し、
その金額を合理的に算定することができる場合であることが必要であるところ、国
税通則法一五条二項五号によれば、贈与税の納税義務は贈与（いわゆる死因贈与を
除く。）による財産の取得の時に成立するものとされているが、その額の算定につ
いては、法は、贈与税の課税価格を一歴年中に贈与により取得した財産の価額の合
計額とし、課税価格より一定額の基礎控除をした金額に累進税率を適用して贈与税
額を算出すべきものと定めているので、この計算期間である歴年が終了しなけれ
ば、贈与税の課税価格もこれに適用すべき税率も確定せず、贈与税の算出は不可能
ということになる。したがって、ＢがＣらに対し贈与税を負担すべきこととなる債
務は、贈与した日の属する年の歴年終了時である昭和五七年一二月末日でなけれ
ば、合理的算定をして確定させることはできないのであるから、本件相続時点であ
る昭和五七年一月八日の時点においては、未だ債務控除の対象とすべき「確実と記
められる債務」に当たるということはできない。
三　証拠関係（省略）
○　理由
一　請求原因一１、２の事実は当事者間に争いがない。
同３の事実のうち、異議申立ての日付及び裁決書送付の日付を除く事実は当事者間
に争いがなく、成立に争いのない乙第六号証及び弁論の全趣旨によれば、控訴人が
被控訴人に対して異議申立てをしたのは昭和五八年一二月一六日で、裁決書が控訴
人に送達されたのは昭和六〇年六月一二日であることが認められる。
また、（１）本件相続税算定の基礎となる相続財産の明細及びその課税価額並びに
うち控訴人が取得した財産の価額については、原判決添付の別表二の被控訴人主張
額欄のとおりであることに当事者間に争いはなく、（２）債務控除の額について
は、原判決添付の別表三のとおり、一七八四万九八六一円を超えない部分の存在に



ついて、（３）純資産価額に加算される贈与財産額（贈与加算額）については、同
表記載のとおり、二八二六万六六五〇円を超えない部分の存在について、（４）そ
のうち控訴人に帰属する価額については同表記載のとおりであることは、それぞれ
当事者間に争いがない。
結局、本件の争点は、（一）債務控除の中に、昭和五六年及び昭和五七年にＢから
Ｄ、ＥないしＣら従業員に対してされた贈与に係る贈与税相当分を含ましめ得る
か、また、（二）純資産額に加算される贈与財産のうちに日本医薬品工業株式会社
の株式（二〇〇〇株）の分を含め得るか、また、（三）右純資産額に加算される贈
与財産の額を算定するに当たって、ＢがＡに贈与した本件土地（持分の）評価をど
うするかの三点である。
二　債務控除について
１　法一四条一項の趣旨
債務控除の対象となる債務は、「確実と認められるもの」に限られる（法一四条一
項）。なぜなら、同条の趣旨は、相続人ないし相続財産の負担となる債務（消極財
産）は積極財産の価額から控除して正味（純）財産により相続税の課税価格を算定
しようとするものだからである。したがって、その存在が確実であっても、保証債
務のように、債務の性質上、相続人が履行するとは限らず、必ずしも相続人ないし
相続財産の負担とはならないものは、原則として、それから除かれるものと解さな
ければならない。そのような観点からすると、書面によらない贈与のようにいつで
も本人又は相続人が取り消し得るものについても、それがここでいう「確実と認め
られるもの」に含まれるかは一個の問題である。確かに、書面によらない贈与は、
贈与者又はその相続人は履行するまでは取り消すことができる。しかしながら、だ
からといって、直ちに、それらが定型的に「確実と認められるもの」に当たらない
ということはできない。なぜなら、贈与契約に基づく債務は、保証債務のような補
充的なものではないから、いやしくもその債務の存在すること及びその債務の履行
されることが確実であると証拠上認められるならば、これを「確実と認められるも
の」ではないとはいえないからである。すなわち、取消しが理論的には可能であっ
ても、諸般の状況からみて取消権の行使がされず、その債務が履行されることが確
実と認定できる場合には、これを債務控除の対象から除外すべき理由はない。抽象
的に取消権が付着しているということだけで一般的に債務控除の対象としないとす
ると、例えば、相続税の申告時点までに既に履行が済んでいる書面によらない贈与
に係る債務も、単に相続の時点では取り消し得たという理由で債務控除の対象とな
らないということになり、常識的にみて合理性を欠く結果を招くおそれがある。な
お、このような解釈を採るべきであることは、いわゆる制限納税義務者に関する相
続税法一三条二項四号の規定の仕方からも窺うことができる。すなわち、制限納税
義務者の場合の債務控除については、同条二項で控除の対象を個別的に列挙してい
るが、そのうち四号においては「その財産に関する贈与の義務」とされ、特に書面
による場合という限定が付されていない。このことからみて、立法者は、必ずしも
書面によらない贈与であるという一事で、定型的に債務控除の対象から外すという
考え方を採っていなかったものと考えられるのである。
そうすると、本件でも、書面によらない贈与であるというだけで、債務控除の対象
にならないと解すべきではなく、書面によらない贈与であっても、相続時点におい
て、相続人によって取消権が行使されずに履行されることが確実と認定できるか否
かが問題であるというべきである。そしてこの点の認定に関しては、相続開始後に
おける状況、特に相続人によって現実に右債務の履行がされたか否かの点は、相続
開始時点において債務の履行が確実と認められるか否かの認定においても斟酌され
て然るべきである。
２　贈与税負担の合意の有無
そこで、次にＢが本件の各贈与をするに当たって、贈与税の負担をするとの合意が
成立していたか否かの点について検討するに、成立に争いのない甲第一四号証の
一、二、第一六号証、第二三ないし第二五号証、乙第二〇号証の一ないし三、原本
の存在と成立に争いがない甲第六、第七号証、第八号証の一ないし五、乙第一五、
第一六号証、弁論の全趣旨により成立が認められる甲第二八、第二九号証の各一、
二並びに原審における証人Ｈ及び同Ｃ並びに当審における証人Ｆの各証言並びに弁
論の全趣旨によれば、以下の事実が認められる。
（一）　Ｂは、訴外会社を創業し、以後右会社を実質的には一人で経営し、土地等
の資産を保有していた。同女には、控訴人とＡの二人の子供がいたが、両名は、浪
費癖があって、だらしのない面があり、訴外会社の取締役に一応名を連ねてはいた



ものの、会社の経営にも関与しておらず、同女はほとんど信頼を置いていなかっ
た。
（二）　Ｂは、昭和五七年一月八日死亡したが、亡くなる二年ほど前から糖尿病を
罹って入退院を繰り返し、余命いくばくもないことを感じていた。そこで、死後二
人の息子の間で相続争いが生ずることを避けるため、本件土地をＡとその子のＥ
に、舞阪町の土地を控訴人とその子のＤにそれぞれ贈与することにし、昭和五六年
七月ころ、昭和五六年六月二六日付けの贈与を登記原因としてその旨の移転登記手
続をした。
（三）　ＤとＥは共に当時未成年であった。控訴人は当時離婚しており、控訴人が
Ｄの親権者であった。Ｅの親権者は父母のＡとＦであった。そのような状況にあっ
たため、Ｂは嫁のＦを頼りにし、会社の経理から個人の資産管理に至るまで事務的
な仕事は、かなり同女に委ねていた。
（四）　前記の贈与をするについても、Ｂは専らＦと顧問税理士のＨに相談し、Ａ
や控訴人には事前に知らせることはしなかった。贈与による所有権移転登記手続の
ために必要な委任状等の書類も、Ｆが受贈者らに代わって署名捺印することにより
作成された。
（五）　右贈与に当たり、Ｂは、贈与税の問題にも注意を払い、税理士とも相談し
て、Ｂが贈与税を負担することに問題のないことを確認するとともに、相談相手の
Ｆに対し、右贈与に対し課せられる贈与税についても一切Ｂがこれを負担する意向
であることを表明していた。なお、ＤとＥは、当時贈与税が課せられたとしても、
これを支払うだけの預金等を所持していなかった。
（六）　Ｂは、その後、後記のとおり、訴外会社の出資の持分譲渡について従業員
らと話合をする際、従業員らのほかに控訴人、Ａ、Ｆらを同席させたが、その際、
控訴人やＡがＢの有する出資の持分を従業員に分与することに不満を表明すること
を抑えるため、控訴人、Ａに対し、本件土地等を贈与したことを明らかにした。そ
して、この贈与に対して課せられる贈与税もＢが負担する意向を表明した。これに
対し、控訴人、ＡやＦは特に異議を述べず、これを承諾した。
（七）　また、Ｂは、前記のとおり、控訴人やＡに信頼を置いてなかったため、自
分の死後の訴外会社の経営について深く憂慮し、自分の保有する出資の持分を主だ
った従業員に贈与し、従業員を経営の一端に参加させることによって、会社の経営
を盛り立ててもらおうと考えた。
（八）　そこで、昭和五六年一二月ころ、浜名郡舞阪町所在の弁天島にある会社の
寮に控訴人、Ａ、Ｆのほか、従業員であるＣ、Ｇ、Ｉ、Ｊ、ＫやＨ税理士を呼び集
め、前記の趣旨で出資の持分を贈与する旨の提案をし、右従業員らもこれを承諾し
た。また、その際、右贈与に対し課せられるかもしれない贈与税等については一切
Ｂの方で負担するとの意思が表明され、これについても右従業員らは特に異議を述
べず、これを承諾した。もっとも、その席上では、各人に具体的に何口の持分を譲
渡するかという点までは決まらず、贈与の口数やその手続等は一切Ｂ側に任され
た。
（九）　右話合を受け、同月一七日になって、Ｃに一五〇口、Ｇに五〇口、Ｉに二
〇口、Ｊに一五口、Ｋに一五口を贈与する旨の確定日付付きの贈与証書が作成さ
れ、その内容どおり贈与がされた。
（一〇）　また、昭和五七年一月五日にも、Ｃに一五〇口、Ｇに五〇口を贈与する
旨の確定日付付きの贈与証書が作戊され、その内容どおり贈与が実行された。
（十一）　なお、このように確定日付付きの贈与証書をわざわざ作成したのは、控
訴人やＡが後になって従業員への出資の持分の譲渡に不服を述べ、トラブルになる
ことをＢがおそれたためであった。
（十二）　本件土地及び舞阪町の土地の贈与に係る贈与税及び（九）掲記の出資の
持分の贈与に係る贈与税については、各受贈者において贈与税の申告をするととも
に、Ｂの死後の昭和五七年三月一五日、Ｆが浜松信用金庫のＢ名義の普通預金口座
から預金を引き出し、各受贈者の名義でこれを納付した。なお、これについては、
特に控訴人やＡから異論は出なかった。
（十三）　（一〇）掲記の贈与については、Ｃらは、その価額は控除額以下で贈与
税がかからないとの見解に立ち、贈与税の申告をしないでいたところ、浜松税務署
長は、昭和五八年五月二六日付けで以下のとおり、贈与税の賦課処分をした。
（１）　Ｃに対する処分
課税価格　　　　　　　　三〇〇万円
納付すべき税額　　　　　　五六万円



無申告加算税額　　　五万六〇〇〇円
（２）　Ｇに対する処分
課税価格　　　　　　　　一〇〇万円
納付すべき税額　　　　　　　四万円
無申告加算税額　　　　　四〇〇〇円
（十四）　Ｃらは、右処分に対し、異議申立て、審査請求を経た後、処分の取消し
の訴えを提起したが、平成三年三月一九日、同人らの上告が棄却され、同人ら敗訴
の判決が確定した。
なお、Ｃらは、昭和五八年一〇月三〇日ころ、延滞税や滞納処分を免れるため、右
課税額を自己の負担で取り敢えず納付した。しかし、右のとおり、贈与税の賦課処
分の取消訴訟は敗訴に確定したので、控訴人は、平成三年三月二五日、Ｃらに対
し、前記合意に基づき、前記課税額を支払った。
以上の認定事実によると、Ｂは、少なくとも、昭和五六年一二月ころの弁天島での
話合の席上において、Ｄの法定代理人である控訴人並びにＥの法定代理人である
Ａ・Ｆに対し、舞阪町の土地及び本件土地の贈与に対して課せられる贈与税を負担
する旨の意思を表明し、その旨の合意が成立したということができる。
被控訴人は、弁天島での話合の際に既に六箇月近く前に履行された贈与についての
税負担の話が出るのは不自然であると主張するが、前記のように、従業員への出資
持分の贈与の話合がされた弁天島での会合において、Ｂが、従業員への出資持分の
贈与に反対されないよう、土地贈与の事実をそれまではつきり認識していなかった
控訴人やＡに明らかにし、かつ、その際、その後始末の問題といえる贈与税の負担
に言及するということは何ら不自然なことではない。殊に、今まで自己の事業を切
り盛りしてきたＢが、病のため行く先も短いことを悟り、何とか事業を継続させ、
自己の資産も無事後世に引き継がせたいとの気持から、未成年で贈与税を払う預金
等を持たない孫や信頼の置けない息子らのため、贈与税もＢが負担しようとしたこ
とは、充分考えられることであって、この点に関する証人Ｆの証言は充分信用でき
る。そして、Ｂの意思表明に対して特に控訴人やＡ・Ｆが異議を述べなかった以
上、そこに合意が成立したと認めるのが相当である。
また、前記認定によると、Ｂは、Ｃら従業員に対しても、弁天島での話合の席上、
出資持分の贈与に伴い課せられるかもしれない贈与税については、Ｂが一切負担す
る旨意思表示し、Ｃら従業員もこれを承諾したものと認められる。
被控訴人は、確定日付付きの贈与証書を作成までしたＢが贈与税の負担については
特に書面化していないことを考えると、そのような約束がされたことは疑わしいと
主張するが、Ｂ側の都合で贈与を受けてもらったという本件における特殊な事情を
考えると、従業員には一切迷惑を掛けないようにして、贈与税もＢ側が負担すると
いうのがむしろ自然であり、事実、Ｂの死後、控訴人やＡから異論も出ずに、Ｂの
遺産からＣらの贈与税分も支払われていることをも勘案すると、この点の合意があ
ったとする各証人の証言は充分信用できるものである。なお、Ｂは本体たる出資の
持分の譲渡を巡って将来紛争が起きることを心配したのであり、贈与税の負担は出
資の持分の贈与に伴ういわば後始末の問題にすぎないから、この点まではわざわざ
贈与証書に明記しなかったとしても、それを不自然というのは当たらない。また、
弁天島での話合の席では出資持分を何口譲渡するか具体的に決まっていなかったこ
とは確かであるが、口数によっては贈与税がかかるおそれがあることを考えて、も
し贈与税がかかるとすればこれはＢ側で負担するという包括的な約束をするという
ことも充分あり得ることであって、そのような約束が具体性を欠く不明確なもので
あるとはいえない。要するに、贈与すべき税額が未だ具体的に決まっていなかった
としても、そのことから、直ちに贈与税負担の明確な合意がされていなかったと結
論することはできない。なお、昭和五七年一月五日の贈与にかかる贈与税をＣらが
負担し納付したのは、（十四）認定のような事情によるもので、現在では、控訴人
が右金額をＣらに支払っているのであるから、右事実からも贈与税負担の合意がな
かったということはできない。
そうすると、Ｂと本件贈与の各受贈者の間で、贈与に係る贈与税はＢが負担すると
いう合意が成立したというべきである。
３　前項の合意と法一四条一項
一般に、贈与者が受贈者に対し、当該贈与に関する贈与税を負担する旨の合意につ
いては、（１）贈与者も贈与税の連帯納付の責めを負うことから、連帯納付義務者
として自ら贈与税を納付することを約束するとともに、それにより贈与者に求償権
が発生する場合はこれを放棄するという趣旨の合意である場合と、（２）本来の納



税義務者である受贈者が贈与税は納付するが、贈与者は、贈与税に相当する金額を
受贈者らに贈与することによって、贈与税を実質負担するという趣旨の合意である
場合の二つが考えられる。
この点は、（１）のように連帯納付の責めを負う者（本件においてはＢないしその
相続人）自体が贈与税を納付するというのであれば、納付書にも「連帯納付責任者
Ｂ相続人」と記載するのが本来であるところ、本件の場合、（十二）認定の納付の
仕方からすると、納付の主体は本来の納税義務者である各受贈者であると認められ
るのであって、ＦはＢの相続人らの手足としてＢの預金から金員を受贈者に提供す
るとともに、受贈者の手足として納付の手続を行ったとみるのが素直である。ま
た、（十四）認定のように、昭和五七年一月の贈与にかかる贈与税についても、受
贈者がいったん納付し、後になってＢ側が受贈者に対しその分の金員を支払うとい
う方法が採られていること（この場合も、連帯納付の責めを負うＢの相続人らが取
り敢えず納付し、贈与税賦課処分取消しの判決を受けたときは、国から還付を受け
るということが可能であったはずであり、もし、合意の内容が（１）であるとする
と、そうすべきであったということになる。）からみると、当事者としてはそれほ
ど明確な区別を意識していなかったとしても、（２）を内容とする合意であったと
みるのが相当である。
なお、原審における証人Ｈの証言によれば、土地の贈与の過程でＢから、贈与税を
Ｂが負担しても問題ないかという相談を受けたＨ税理士は、贈与者であるＢが連帯
納付の責めを負っていることから、特に問題はないという回答をしたことが認めら
れる。これによると、相談に預かった税理士としてはＢが連帯納付者として納付す
ることを当時考えていたかのようでもあるが、他方、原審における証人Ｃ及び当審
における証人Ｆの各証言によれば、前記（十二）認定の納付の仕方も、（十四）認
定の納付もいずれもＨ税理士の指導によりされていることが認められるのであっ
て、このような、その後の現実の贈与税の納付の仕方をみると、税理士自体も、は
つきりとは意識していなかったものとも思われるが、（２）の内容を考えていたよ
うにも思われる。こうした点を考えると、税理士が前記のような回答をしていたこ
とをもって、前記認定を左右するに足りない。
そうであれば、Ｂは連帯納付義務者として贈与税を納付しようとしたものではない
から、Ｂが連帯納付義務者であることを理由として、右合意に基づくＢの債務を確
実なものとはいえないとする被控訴人の主張は採用できない。
以上に加え、本件では、前記認定のように、Ｄ及びＥに対する土地の贈与に係る贈
与税及び昭和五六年中に従業員に対してされた出資の持分の贈与に係る贈与税相当
の金員の贈与については、昭和五七年三月一五日に既にＢ名義の預金を下ろして履
行済である。この事実に照らすと、遡って本件相続時点において、右贈与の債務の
存在及び履行は確実であったと認めるのが相当である。
次に、昭和五七年にされた出資の贈与に係る贈与税相当の金員の贈与の義務である
が、これについては、前記の認定のように、受贈者は、贈与税がかからないという
認識の下、贈与税の申告をしないでいたところ、贈与税の賦課処分がされ、右処分
は処分取消訴訟においてもそのまま維持されたため、控訴人は最終的に右課税額相
当の金員をＣらに贈与している。このことからみると、右贈与の債務についても、
相続時点において、その存在及び履行が確実であったと認めるのが相当である。
４　債務額の未確定性について
なお、被控訴人は、右昭和五七年にされた贈与に係る贈与税については、贈与をし
た歴年の終了時である昭和五七年の一二月末日にならないと合理的算定をして確定
し得ないから、相続時点では未だ債務控除の対象となし得ないと主張する。確か
に、法は、贈与税の課税価格を一歴年中に贈与により取得した財産の価額の合計額
とし、課税価格より一定額の基礎控除をした金額に累進税率を適用して贈与税額を
算出すべきものとしているので、贈与税の具体的な総額は歴年の終了時にならない
と確定しないといえる。しかしながら、受贈者に対し、同じ歴年中に本件以外に他
からも贈与があった場合、前記合意に従ってＢないしその相続人が負担すべき贈与
税相当の額は、累進税率のため高くなることはあり得るとしても、当該歴年中に他
の贈与がなかった場合の贈与税の額を下回ることはない。そうすると、当該歴年中
に本件贈与以外の贈与はなかったものと仮定して算出した贈与税の額は確実に贈与
債務の内容となっているということができ、この額の限度では債務として「確実」
ということができる（なお、基本通達一四－一も、「債務の金額が確定していなく
とも当該債務の存在が確実と認められるものについては、相続開始時の現況によっ
て確実と認められる範囲の金額だけを控除する。」としている。）。この点に関す



る被控訴人の主張は採用し難い。
５　無申告加算税相当額について
ただし、控訴人の主張するもののうち、無申告加算税相当額については、受贈者
が、昭和五七年にされた出資の贈与に関し、贈与税の控除額の枠内であるとの誤っ
た判断の下、たまたま申告をしなかったため課せられたものにすぎないものであっ
て、相続時点において右無申告加算税相当額の贈与義務の存在が確実であったとは
到底いえないから、これを控除の対象とすべきではない。
６　結論
そうすると、債務控除の額は、前記争いのない債務控除額一七八四万九八六一円
（更正処分により認められた債務控除の額一八一四万四九六一円《甲第三〇号証》
から贈与税課税処分が取り消されたことによる二九万五一〇〇円を減額した額に同
じ）に、Ｄ・Ｅ・Ｃ・Ｇ・Ｉに係る昭和五六年分の贈与税相当額合計一四二〇万九
一〇〇円（右金額については当事者間に争いがない。成立に争いのない甲第一号証
によれば、右債務については全額控訴人に帰属するものと認められる。）、及び
Ｃ・Ｇに係る昭和五七年分の贈与税相当額六〇万円（無申告加算税部分を除いたも
の。弁論の全趣旨によれば、右債務は未分割と認められるから、控訴人部分はその
二分の一の三〇万円と解するのが相当である。）を加算した、三二六五万八九六一
円（うち控訴人部分は、三二三五万八九六一円）となる。
三　有価証券の贈与加算額について
１　原本の存在とその成立に争いのない甲第四号証の一、二、成立に争いのない甲
第一二号証、乙第一四号証の一ないし三、弁論の全趣旨により真正に成立したと認
める乙第一号証の一ないし五、第二号証の一ないし三並びに弁論の全趣旨を総合す
れば、Ｂは、日本勧業角丸証券株式会社浜松支店を介して日本医薬品工業株式会社
の株式を昭和五五年七月二日に一〇〇〇株、同月三日に四〇〇〇株買い付け、その
買付け代金合計五七〇万一六六〇円を支払い、同月七日に同株式五〇〇〇株を取得
し、これを同支店にＢ名義で保護預かりとしていたこと、同年一一月二五日に右株
式のうち二〇〇〇株（本件株式）が同証券会社のＡ名義の保護預かりに、三〇〇〇
株が控訴人名義の保護預かりに変更され、同月二七日に株主名簿の名義がそれぞれ
書き換えられていること、右名義変更のころにＡからＢに本件株式譲渡の対価が支
払われた形跡はないこと、なお、Ｂは同年七月七日ころ、日本医薬品工業の株式一
万株を大和証券株式会社を介して買い付け、これを同証券にＢ名義で保護預かりに
したこと、以上の事実が認められる。
以上認定事実によれば、本件株式は、いったんＢが取得した上、同女からＡに贈与
されたと認めるのが相当である。
控訴人は、Ｂが証券会社から日本医薬品工業の株式についての情報を得たので、Ｂ
自身のほか控訴人やＡの利益を考え、三名の夏期賞与相当額を会社から前借りして
各自のために株式を購入したもので、Ｂ自身の購入した一万株の株式は大和証券の
口座を利用し、Ａのものは日本勧業角丸証券の口座を利用して、両者を区別してい
たと主張する。
確かに、成立に争いのない甲第一〇号証、弁論の全趣旨により真正に成立したと認
める甲第五号証の一ないし三並びに当審における証人Ｆの証言によれば、昭和五五
年六月一一日に訴外会社より、Ａ名義で三一三万六〇〇〇円、控訴人名義で二九六
万八〇〇〇円、Ｂ名義で三一八万円の借入がされていること、Ｂは、控訴人やＡが
信用できないため、両名に支払われる給与等のうち余剰分はこれを預金する等して
本人達に代わって管理していたこと、前記の借入れも、Ｂが両名に代わって借入れ
をしたものであることが認められる。しかしながら、Ｂが、真実Ａのために、Ａの
資金で株式を購入したというのであれば、通常、Ａの名義で買い付け、Ａの名義で
保護預かりにするはずである。特に、本件では、Ｂは、自身の財産のほか、Ａ、控
訴人の資産等も管理していたのであるから、各自の財産が混同しないようその名義
には特に注意を払っていたはずである。ところが、本件株式については、Ｂ名義で
買い付け同女名義で保護預かりにしたというのであるから、株式を取得したのはＢ
自身であるということが強く推定されるといわなければならない。また、成立に争
いのない乙第一〇号証によれば、本件株式の上場日は昭和五五年七月一日であると
認められ、かつ、Ｂが本件株式を買い付けたのは同年七月二日及び三日であって、
ＢがＡに代わって前記借入れをした六月一一日から一箇月近く隔たっていることか
らして、控訴人の主張する借入れが本件株式購入の資金手当てのためだったとは即
断できない。さらに、浜松税務署長がＡに対してした本件株式の贈与に係る贈与税
の課税処分に対して、当のＡ自身は何ら異議を申し立てていないのである（当事者



間に争いがない。）。このような点からすると、控訴人主張の点からは、本件株式
はＢがいったん取得した上、これをＡに贈与したものであるという前記認定を覆す
ことはできない。
２　そして、Ａが贈与を受けた時点での本件株式の評価額については、これを二一
〇万四〇〇〇円とするのが相当であるが、その理由は原判決理由三の３記載のとお
りであるから、
これを引用する。
３　したがって、本件株式の評価額二一〇万四〇〇〇円を本件相続に係る相続税の
課税価額に加算する被控訴人の主張は正当である。
四　宅地の贈与加算額について
当裁判所も、本件土地を更地として評価し、その評価額を一三八九万三〇〇〇円と
認定することには合理性があると判断するが、その理由は、控訴人の当審における
主張に対応して、以下のとおり付加するほか、原判決理由四記載のとおりであるか
ら、これを引用する。
控訴人は、本件土地は建物使用を目的とする使用貸借による土地使用権によってそ
の利用に制限が加えられているから、これを更地と同様に評価するのは合理性を欠
くと主張する。
しかしながら、使用貸借は、元々当事者間の好意ないし個人的信頼関係を基盤とす
るもので、建物所有を目的とするものといえども、賃借権のように借地法や建物保
護法の適用はなく、その権利性はそれほど強固なものではないものである。そし
て、この使用賃借に基づく敷地利用権の上に、建物の賃貸借関係が成立していると
しても、この建物賃貸借は、敷地所有者との関係でみると、使用貸借の存続・消滅
と運命をともにするものにすぎない。そうすると、使用貸借権の付着している土地
の贈与に当たっては、使用貸借権が付着していることによる減価を考慮せず、これ
を更地として評価することは相当であり、これを不合理ということはできない。
確かに、本件の受贈者であるＡは、本件土地の上に建物を建て、それを既に賃貸し
ている関係で、本件土地の持分の贈与を受けても、借家法の保護を受ける建物賃借
人との賃貸借契約に縛られた状態でしか土地を利用できないが、これは、たまたま
受贈者側が建物を第三者に賃貸している事情にあるため、結果としてそうなるとい
うだけであるから、本件土地の評価に影響を与えないというべきである（例えば、
同じ状態の土地を建物所有者とは別の第三者に贈与した場合を考えると、「売買は
使用貸借を破る。」から、これを更地として評価することに問題はないであろう。
また、不法に土地を占拠し、建物を建て、それを賃貸した者に対して、土地所有者
が土地を贈与した場合を考えると、受贈者は借家契約によって縛られた状態で土地
を取得する結果となるのは本件と同じであるが、この場合に、建物に借家人がいる
が故に土地の評価を低くするということは合理性を欠くことが明らかである。そし
て、同じ土地の評価を受贈者側の事情によって変えるのは妥当でない。）。また、
まず土地に使用貸借関係を設定した上、そこに使用借主が建物を建てて第三者にそ
れを賃貸しても、使用借主に対して贈与税の課税はしないという実務（昭和四八年
一一月六日付け直資二－一八九国税庁長官通達《使用貸借通達》参照。この実務自
体、前記のような使用貸借の法的性質に照らして、合理性がある。）を前提とし
て、控訴人主張のような解釈を採ると、同じ土地の贈与でも、親が子へ土地を更地
の形で贈与し、それに子が建物を建て、第三者に賃貸した場合と、親が子に土地の
使用貸借をした後、子がそこに建物を建て、それを賃貸した上で、土地の贈与がさ
れるという場合とで、贈与税の額が異なってくることになる。しかし、このような
結論は、贈与税が相続税の補完として機能するために設けられ、遺産を生前に贈与
することによって相続税の逋脱を計ろうとすることを防止するためのものであるこ
とを考えると、明らかに不合理といわなければならない。
そうすると、控訴人主張のように、本件土地を更地として評価することが不合理と
はいえない。
五　結論
１　以上のとおりであるから、前記当事者間に争いのない金額を加えて、控訴人の
納付すべき相続税額を算出すると、別表のとおりとなる。
そうすると、浜松税務署長が控訴人に対し、昭和五八年一〇月二六日付けでした昭
和五八年一月八日相続開始に係る相続税更正処分のうち、課税価格二億七六九四万
五〇〇〇円、納付税額一億〇三五五万三二〇〇円を超える部分はその根拠を欠くこ
とになるが、右は当初の申告の納付すべき税額一億〇三六五万〇七〇〇円を下回る
のみならず、控訴人は、本訴では納付税額一億〇三六五万三三〇〇円を超える部分



の取消しを求めるにとどまるから、取り消す額は右申立ての限度にとどめることと
する。
また、過少申告加算税については、右のとおり納付税額一億〇三五五万三二〇〇円
を超える部分はその根拠を欠くとすると、更正に基づき納付すべき税額はないこと
になり、また、控訴人の申立てとの関係において、納付税額を一億〇三六五万三三
〇〇円として、これを基準に考えるとしても、右一億〇三六五万三三〇〇円と当初
の申告額一億〇三六五万〇七〇〇円との差額は二六〇〇円にすぎず、これに五パー
セントの税率を乗じても一三〇円にしかならないから、国税通則法一一九条により
その全額は切り捨てられ、結局、過少申告加算税は全部取り消すべきことになる。
２　よって、控訴人の請求は、当審における請求拡張部分を含めて相当であり、本
件控訴は理由があるので、原判決を取り消し、本件相続税の更正処分のうち納付税
額一億〇三六五万三三〇〇円を超える部分及び過少申告加算税賦課決定処分を取り
消すこととし、訴訟費用の負担につき行政事件訴訟法七条、民訴法九六条、八九条
を適用して、主文のとおり判決する。
（裁判官　千種秀夫　大坪　丘　近藤壽邦）
別表（省略）


